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１　事業概要

２．実施結果

1

2

3

合　　　計 13,861,000 5,883,000 5,000,000 0 0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － －

1-1　4農業技術の高度化、農地拡大等によるコスト低減の推進へ － －

七戸町農業用機械等購入事業費補助金 - 10,362,000 8,830,000 － －

事業概要

「活力ある野菜産地づくり」を施策目標に掲げた「野菜生産力向上５カ年計画」に基づき、総合的な野菜生産力を向上
し、農業の活性化を図るための対策事業を実施する。
・町の畑作振興のため、JAが行う事業に対しての助成。
・にんにく、長いも、トマトなど町の主要作物の作付けに必要な種子や機械、資材等の購入や畑の生産環境を整えるた
めの肥料などを購入する際に必要な経費に対して一部を助成する。

（単位　円）

事業名

七戸町野菜生産振興事業費補助金 - 5,883,000 5,000,000 － －

野菜生産力向上対策事業費補助金 13,861,000 -

稲作単作経営から畑作物を取り入れた複合経営へ転換していくことが農業所得向上と町産業の発展につながるため。

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

畑作物面積と生産量を増加させる。

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-1 農家の所得向上の推進
課名 農林課

事業 1 付加価値の高い農産物の生産、販売促進の支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

七戸町野菜生産振興事業費補助金交付要綱

計画するに
至った経緯等

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

今後の取り組み方針、見直しの方向性

令和3年度から農業振興５ヶ年計画に基づき、総合的な農作物の生産力を向上し、農業振興の活性化を図るための対策事業を実施。

令和

終了時期 令和

事業費

特
記
事
項

これまでの経過・実績を踏まえ必要に応じて要綱の見直しを行っている。

事業の方向性

成果の方向性

統合した時期、事業 平成

予定時期

見
直
し
余
地

判定

（事業：付加価値の高い農産物の生産、販売促進の支援）

必
要
性

判定

特
記
事
項

畑作物へ転換し作付面積を増加させるためには、機械作業による労働力の省力化や生産資材の投入等、生産効率化を図
る必要があるが、一方で農業者の経費負担が大きくなることから経費の一部助成の要望が増加している。

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

合　　　計 0 0 0 0 0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

事業概要

（単位　円）

事業名

－ －

「事業実施なし」

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-1 農家の所得向上の推進
課名 農林課

事業 2 安心・安全な七戸産農産物の生産力向上

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

計画するに
至った経緯等

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

今後の取り組み方針、見直しの方向性

令和

終了時期 令和

事業費

特
記
事
項

事業の方向性

成果の方向性

統合した時期、事業 平成

予定時期

見
直
し
余
地

判定

（事業：安心・安全な七戸産農産物の生産力向上）

必
要
性

判定

特
記
事
項

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

合　　　計 0 0 0 0 0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

事業概要

（単位　円）

事業名

－ －

「事業実施なし」

（６次産業化推進事業として実施している）

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-1 農家の所得向上の推進
課名 農林課

事業 3 農林畜産物加工品の創出支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

計画するに
至った経緯等

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、６次産業化推進事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

今後の取り組み方針、見直しの方向性

令和

終了時期 令和

事業費

特
記
事
項

事業の方向性

成果の方向性

統合した時期、事業 平成 28

予定時期

見
直
し
余
地

判定

（事業：農林畜産物加工品の創出支援）

必
要
性

判定

特
記
事
項

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

1

合　　　計 0 10,362,000 8,830,000 0 0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

令和6年度
（決算額）

－ －

－ －

－

（単位　円）

事業名

1-1 1 付加価値の高い農産物の生産、販売促進の支援から －

七戸町農業用機械等購入事業費補助金 - 10,362,000 8,830,000 － －

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

計画するに
至った経緯等

七戸町農業機械等購入事業補助金
農業振興の図る目的として、経営面積拡大に伴う効率的に資するころを目的とした特定高性能農業機械導入費用の助
成とネットワークＩＣＴを活用して農業への転換としてスマート農業機械導入費用に助成する。

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

畑作物面積と生産量を増加させる。

事業概要

「活力ある野菜産地づくり」を施策目標に掲げた「野菜生産力向上５カ年計画」に基づき、総合的な野菜生産力を向上
し、農業の活性化を図るための対策事業を実施する。
（Ⅰ－１）経営面積拡大に伴う生産効率化事業
（Ⅰ－２）スマート農業機械導入事業
事業に要する経費の30％に相当する額以内の額　（ただし、1,000,000円を限度とする。）

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-1 農家の所得向上の推進
課名 農林課

事業 4 農業技術の高度化、農地拡大等によるコスト低減の推進

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

七戸町農業用機械等購入事業費補助金交付
要綱

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

（事業：農業技術の高度化、農地拡大等によるコスト低減の推進）

今後の取り組み方針、見直しの方向性

令和3年度から農業振興５ヶ年計画に基づき、総合的な農作物の生産力を向上し、農業振興の活性化を図るための対策事業を実施。

事業費

令和

終了時期 令和

予定時期
事業の方向性

成果の方向性

統合した時期、事業 平成

特
記
事
項

見
直
し
余
地

判定

特
記
事
項

必
要
性

判定 必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

1

2

3

4

－

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

新規就農者への支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

・七戸町新規就農者定着化支援事業実施要綱
・七戸町農業次世代人材投資事業補助金交付要綱
・七戸町新規就農者育成総合対策事業費補助金（経営開
始資金）交付要綱
・七戸町新規就農者育成総合対策事業費補助金（経営発
展支援事業）交付要綱

令和6年度
（決算額）

新規就農者定着化支援事業費補助金 400,000 604,000 1,247,000 －

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-2 新規就農者の増加
課名 農林課

計画するに
至った経緯等

不安定期に支援することにより、農業経営費の軽減を図り定着させ将来の担い手を育成していく。
町で認定する認定新規就農者の就農5年未満の経営基盤脆弱な時期に農業機械導入・施設整備費・その他について
一定額を助成をする。

事業 1

事業概要

新規就農者育成総合対策事業及び農業次世代人材投資事業対象者が行う機械、設備の整備に要する経費に５カ年継
続し助成する。
事業費の50％補助（上限50万円／年）

（単位　円）

事業名

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

農業次世代人材投資事業費補助金

新規就農者育成総合対策事業費補助金（経営発展支援事業） － － 3,744,000 － －

新規就農者育成総合対策事業費補助金（経営開始資金） － － 3,000,000 － －

3,000,000 3,000,000 3,000,000 － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－ －

－ －

合　　　計 3,400,000 3,604,000 10,991,000 0 0

－

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

9



３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

（事業：新規就農者への支援）

必
要
性

判定

特
記
事
項

特
記
事
項

事業の方向性

成果の方向性

見
直
し
余
地

判定

統合した時期、事業 平成

事業費

令和

終了時期 令和

予定時期

今後の取り組み方針、見直しの方向性

将来の担い手の育成、及び農業への定着を図るため、今後も農業経営費に係る支援が必要であると考えられることから、継続して事
業を行っていく。

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

1

2

新規就農者への支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

七戸町就農支援ネットワーク会議設置要綱

14,250 0 0 － －

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-2 新規就農者の増加
課名

農林課
（R2まで地域おこし総
合戦略課）

計画するに
至った経緯等

農林課との協議を重ね、七戸町において就農を希望する者に対し、営農するまでの一連のサポートを総合的に提供で
きる仕組み作りが必要であるとの認識で一致した。
そこで、平成30年度より企業版ふるさと納税を活用して、新規就農による移住促進事業として事業を展開。
移住促進事業では、就農支援ネットワーク会議を設置し、関係機関が相互に情報共有し、連携したサポート体制の構築
を図ることとした。

事業 1

－

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

事業概要

地域おこし協力隊の就農研修生の募集や地域おこし協力隊員の就農支援サポートを行う。

（単位　円）

事業名

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

新規就農者が無事に就農できるよう関係機関のサポート体制を構築する。
町内農家による研修生受け入れ態勢を整備する。

費用弁償

－ －

－ －

就農支援ネットワーク会議委員報酬 31,800 0 0 －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－ －

－ －

合　　　計 46,050 0 0 0 0

－

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

予定時期

（事業：新規就農者への支援）

必
要
性

判定

特
記
事
項

特
記
事
項

事業の方向性

成果の方向性

見
直
し
余
地

判定

統合した時期、事業 平成

事業費

3

令和

終了時期 令和

今後の取り組み方針、見直しの方向性

令和3年度からは農林課が所管として実施し、代替機関により就農支援をサポートした。

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

1

農商工連携、６次産業化への取組の支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

七戸町６次産業化推進事業費補助金交付要
綱

－ －

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-2 新規就農者の増加
課名 農林課

計画するに
至った経緯等

加工品の開発に係る技術的、資本的な支援、加工品の販路開拓などが必要。
農産物のブランド力・知名度の強化を図りながら、その知名度を生かした加工品開発とそのブランド力をつけるための取
り組みをしなければならない。

事業 2

－

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

事業概要

農商工連携による販売促進や商品開発、付加価値向上への取組など、農業者がやってみたいと思うことを実現させる
支援。

（単位　円）

事業名

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

農業所得の向上と新規就農者の増加。

－ －

－ －

6次産業化推進事業費補助金 0 0 0 －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

合　　　計 0 0 0 0 0

－ －

－ －

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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３　事務事業の分析

（ ）

（ ）

４　今後の展開方針（課としての判断）

年度以降、　　　　　事業に統合

年度において事業見直しを行う予定

年度をもって終了（予定）

予定時期

（事業：農商工連携、６次産業化への取組の支援）

必
要
性

判定

特
記
事
項

特
記
事
項

事業の方向性

成果の方向性

見
直
し
余
地

判定

統合した時期、事業 平成

事業費

令和

終了時期 令和

今後の取り組み方針、見直しの方向性

R4年度については申請件数がなかった。
地域経済の安定化を図るうえで、6次産業の活性化は必要不可欠であると考えられることから、今後も6次産業に取り組む個人・事業者
を支援するため、事業継続を行っていく。

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている

必要性が高い 必要性がある程度認められる 必要性が低い 把握できていない

不明見直す余地がある見直す余地がある程度認められる見直す余地がない

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）により、町に実施が義務付けられている

町が実施しないと、町民の生活に深刻な影響が生じる

民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが難しい

その他

業務プロセス（進め方や手続きなど）を簡略化・簡素化する余地がある

事業の内容、サービスの対象者・水準を見直す余地がある

事業コストを圧縮できる余地がある

受益者負担のあり方について見直す余地がある

その他

継続

改善

終了

その他

拡大 現状のまま 縮小

縮小現状のまま拡大

統合

サービスの拡大や充実を求める要望が増えている
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１　事業概要

２．実施結果

1

2

－ －

－ －

合　　　計 2,021,071 2,438,320 1,000,000 0 0

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

1,381,000 1,000,000 － －

－ －

令和2年度
（決算額）

令和3年度
（決算額）

令和4年度
（決算額）

令和5年度
（決算額）

令和6年度
（決算額）

創業支援セミナー業務委託料 1,021,071 1,057,320 - － －

創業スタートアップ支援事業費補助金 1,000,000

計画するに
至った経緯等

七戸町の地域経済の好循環を目指し、町内における新規サービスや価値の創出と創業・起業への初期投資へのリスク
軽減を図ることで心理的ハードルを低下させることを目的に情報提供や人材育成の支援を行う。

創業支援等事業計画
　平成２８年度　創業支援事業計画策定
　平成２９年度～支援業務実施

意　　図

対象をどのような
状態にしたいか

目標は創業支援対象者４０名、そのうち創業８件の実現を目指す。

事業概要

・ワンストップ窓口の設置
・商工会や金融機関との連携
・創業セミナーの実施
・よろず出張相談会の実施
・国や県の融資、支援制度など関係情報の集積
・ホームページ等での情報発信

（単位　円）

事業名

令和４年度　第２期七戸町総合戦略事業評価表 （青森県上北郡七戸町）

政策分野 1-3 安定した雇用の確保と安心して働ける環境の整備
課名 商工観光課

事業 1 創業に関する総合的支援

法令等の
義務付け

〈根拠法令及び条例、要綱など〉

創業支援等事業計画
七戸町創業スタートアップ事業補助金要綱

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）

法令等（町独自の条例、要綱等を除く）で義務付けられている事業

その他

義務と任意の両方を含んでいる事業

任意の自治事務（町独自の条例、要綱等による事業を含む）
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